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参考資料1  

rl農■1凰♯欄の侵慮封盤の墟1ヒと七鷹教書（b♯三蓋lの輪∬めl■近櫨及     ■■   

指攫   策定時の現状任   第1回中間評価   直近値   第2由  中間評価  （2ま→   

【侵1鼻九逢の枯燥】   
5・－9歳  －  5～9茸 一  5一－9葺 －   

ト1十代の自殺率  10・一14歳1．1（男1．7女0＿5）  10■－14歳 0．8（男0．g 女0．8）  10′－14歳1．∝男1．3女0．8）  β－2  減少傾向へ  
～ 1   ｛■ り訂雇㍑1☆・ち71   ｛． 1「里Q月 島・6月1   

1－2 十代の人工妊娠中艶美慮車  12．1   10．5   7．8   A－1   童ゆ傾l司へ   

性器クラミジア若菜症   （968カ所）によ 

男子196．0  女子匂68．0   定点報告（920カ所）による件数  定点報告る件数   
淋菌感染症   ②淋菌感染症 2．18g件（2．40）  ②淋菌感染症＋g髄件（D．94）  
男子145．2  女子132」！   ③尖圭コンジローマ丁46件（0．82）  （診尖圭コンジローマ422件（0．叫）  

（有産感染串15～19鐘）  性巻ヘルペス 563件礼62）  ④性善ヘルペス 485件（0．50）   
卜3 十代の性感染症馬鹿率  A－1  減少傾向へ  

②淋菌感染症1．668件（1，86）  
③尖圭コンジローマ657件（0．7ユ）  
＠）性暮ヘルペス475件（0．53）  

（20歳未満、定点医療機関：897力  
罷l  

思春期やせ症   思春期やせ荘   思春期やせ症   
ト415歳の女性の思春期やせ症  中学1年～高校3年1．03～   中学1年～高校3年1．01％   
（神経性食欲不振症）の発生頻度  （不健康やせ   （不出やせ   （不健康やせ  A－1  減少傾向へ  

由堂3生5．罰凛褐ほ年13．4％）  中華3鐙7．朗i】軒陵3年16．5％）  由螢3年19．5l■嘉枠3生21．5～）   

ト5児玉・生徒における肥満児の 割合  
10．4兄   9．8l   A－3  糞少傾向へ   

【住民自らの行動の指1書】   

急性中書依存症  急性中毒依存雇  
小学6年男子53．3■73．1％   

1－6 薬物乱用の有害性について  女子56．2九78．0％  女子77．1Xgl．2九   
調査未実施   D   100％   

割合  女子69．1190．6l  女子74．81gl．7％  
高校3年男子7D．918丁．1l・   

1－7 十代の喫煙率   中学1年男子1．5鶉女子1．1％   

「健康日本21」4．2未成年者の 喫煙をなくす  高校3年男子36．91女子15．6～  高校3年男子21，71女子g．乃  高校3年男子12．8～女子5．3％   A－1   なくす  

1－8 十代の飲酒率   中学3年男子28．Ol女子18．9％  中辛3年男子16．乃女子14．7％  中学3年男子g．†l女子9＿乃   

「健康日本21」5．2未成年者の 飲酒をなくす  高校3年男子53．†与女子36．ほ  高校3年男子38．4X女子32．0ち  高校3年男子27．1％女子216％   A－†   なくす  

○性行動は相手の身体や心を傷 
1－9性行動による性感染症等の  つける可能性が高いと思う．  
身体的影響等について知隷のあ  男子63．91女子68，6～  

○自分の身体を大切にしている。  
D  増加傾向へ   

る高校生の割合  
奥手68．6％女子73．10X   

【行政・関係】璽体等の取j岨の指1■】   

1－10学牧保社章i会を開催して   72．2～   
7g．3～   85．丁～   A－1   10DX   

連携した葉物乱  軍需職■ 帝葉取糟官等   軍需職員 麻薬取締官等   
凛壬未実施   

篇蒼空線 筆触 
D   100～   

牧、高校の割合   32，7％  4．09も   74．5％  8、4†も   

ト12スクール・カウンセラーを配  
84．3％   

A－1   10【Iヽ  墾している中学校（一恵の規模以 上）の割合  22．5l  47．3％         （3学級以上の公立中学校）  （3学級以上の公立中学校）  （1学級以上の公立中学校）   
1．374か所  

1－13愚書期外来く精神焦鍵福祉 セン （精神保健相社センターあるいは  
ターの窓口を含む）の数   保健所が把撞している思春期相談  

A－1  増加傾向へ   

ができる医よ機間数）   

1－14思春期操健対策に取り組ん  道府県1∝耽  都道府県1溝  

でいる地方公共団体の割合  
政令市90．g～  政令市90．6～  8－3   100～   

市町村38．8l  市■r村38．Ol  
食育における関係機関等のネット  
ワークづくりの推進に取り租む都  

卜15食育の取組を推遷している  道府県の割合87．0■   道府県の割合91．5l   
地方公共団体の割合（4－14再掲）  A－3  それぞれ1ひ0％     艶味醜聞の連携により取組を推進  

している市町村の習合  している市町村の割合  
市町村85．101   市町村1粗朋   

三一二芸  

［山且且巳  

‖‖‖甲‖   
0 第1回中間評価時の数鍾と直近値の比較の総果   

A：良くなっている指標（項目）B：悪くなっている又は変わらない指標（項目）C：評価が困難な指標（項目）D：讃査未実施の指標（項目）  
○ 策定値の現状値と直近僅の比較の結よ  

1＝良くなっている指標（項目）2：悪くなっている又は変わらない指標（項目）3：第1回申間評価時に定めた指積（項日）又は先計方法が異なるため比較困難な指標（項目）  



への 「性■2妊姓．出産に電する安全性と榛■さの確倶と不妊 

【保■九重 t  
l  

榊  策定時の現状値   第一帥脚価  

の精霊1】   

6．6（出生10万対）  

2－1妊産婦死亡率  ¢．3（出産10万対）  4．3（出産10万対）  3．5（出産10万対）  A－1   半減   

78人  9人  30人  

2－2妊娠・出産について満足して   84．4l   gl．4l   82．5■   A－1   100l   
いる看の嘗一合  
2－3産後うつ肩の桑生羅  13．4蒐   12．8l   1（I．3t   A－1   ヱ少傾向へ  

66ヱ％   72．1％   A－1   1001   【住民自■の行一色の楷書■】             b 2－4妊娠11遇以下での妊娠の届 け出車  62．6％  
2－5母性健贋管理指導■項連機  10．8l   41ヱl   A－1   l∝粍   

カードを知っている妊鳩の割合   
【行政t闇値団体等の】む組の指1■】   

2－¢局産期医療ネットワークの整   14都府県   

丑  
45都道府県   A－1   2010年までに  

29都道府州  全凛遭府県   
l助産所における分娩の適応リス  

2－7正常分娩緊急時対応のため   なし  ト」およぴ「正常分娩急変時のガイ  
ドライン」作成→日本助産棒金頒  

作成   
のガイドライン作成  

布、会員へ周知   
産婦人科医朋蘭12．420人  

2－8産婦人科直・助産師数  助さ拡散 助産l拓勤 産肪盤27．フ89人   
8－2  

245】1人   25257人   A－1   

2－9不妊寺門相談センターの善   18か所   

亜  
60か所   

A－1  2010年までに 島道府県   
54か所  全   

書従兼任  
2－10不妊治療を受ける際に、患  不妊カウンセラー  
看が専門家によるカウンセリング  24．9X   不妊カウンセラー  40．5■    15，3147．4％   A－1   100l   

が受けられる嘗l合  不妊コーディネーター35．3～  不妊コーディネーター  
11．814丁．5％   

2－11不妊治療lこおける生殖補助 医療技術の適応に閲するガイドラ  

インの作成   改訂などの動きなし   C   作成   

繚手繰僕Iに随する見鮭   

【住民自らの行動の指標】   
月時の母乳育児 ト・  

○第1回中間評価層の数住と直近値の比較の格黒   
人：良くなっている指標（項目）B：悪くなうている又はまわらない指標（項月）C：評価が同姓な沖積（項E）D：調査表実施の指標く項目）  

○策走価の現状値と直近任の比較の結果  
1：良くなっている指標（項目）2：黒くなっている又は変わらない指標（項月）3ニ第個中間評価時に定めた指標（耶）又は集計方法が雇なるため比較困札な指標く項月）  



【保健水 

遭を▲櫓・向上させるための び陣慮   

甜   「饅■a 小児廃土■■水 釘帥岬価  

塑の指標】   

3－1局農期慨亡串   （揖屋千対）5．8   出産千対）5．0   揖屋千対4．3   
（出生手封）3．8   出生千対）3．3   出生千対2．8  

A－1  世界t罵を維  
持   

3－2全出生数中の極偲出生体重  壌他出生体重児0．乃   低出生体重児0．8l   極催出生体重児0．8ち   
児の割合。全出生数中の低出生  低出生仕手児8▲6先   庶出生抜手児9．6l   B一之  減少傾向へ  

3－3新生児死亡率   （出生千対）   （出生千対）   

乳児（1歳未満）死亡率  新生児死亡率1．5   新生児死亡率1．2  A－1  世界t高を維  
乳児死亡韮3．2   児死亡皐2．8   乳児死亡皐2．6   

持  

3－4乳儒のSIDS死亡皐   （出生10万対）26．6   出生10万対）1g．3   出生10万対14．0   A－1   半糞   
3－5 幼児（1～4歳）死亡畢   （人口10万封）30，6   （人口‖○万≡村）25．3   人口10万対22．3   A－1   

（人口10万対）   

半減   
人口1t）万対）   （人口10万対）   

0黛   18．2   鐘  13．4   0歳  13ヱ  
3－6 不慮の事故死亡率  1～4歳   6．6   1－4歳  6＿1   1・－4歳 3．8  

5・｝9鼓   4，0   5－g歳  3．5   5・再傭 2．2  A－1   半減  

10～14歳 2．8   10・一14歳 2．5   10■－14歳1．g  

15一柑鐘10．6   15－19鐘 7．7   
8．7先   74．1～   A－3   801以上   

Ⅲ 
Ⅲ 

m 

中因日中園   

く3－4か月、1歳6か月、3ま児健診  
での書l合）  での割合）  

妊娠中  10．0～  妊娠中   妊娠中   
3－8 妊娠中の喫煙率、育児期間  7．31 丁．9X 8．3先   5，514．4％ 4．9～   
中の両親の自宅での喫煙率  育児期間中父親  育児期間中父親  A－3   なくす  

育児期間中母親12．21  54．g～55．g～54．5l  47．0t46，6～45．0鷺  

育児期間中母親  育児期間中母親  
11．5繋16．5118．1l  8．4■112112．6l   

14＿9～16．8先16．7％  7．6～丁．5～8．1％  

3－g 妊娠中の飲酒ヰ   18．1l  （それぞれ、3か月、1歳6か月、3歳  
児健診時に訴査した妊娠中の飲  なくす   
酒寧）  飲遷幸）   

3－10かかりつけの小児科医を持  81．7書 1～6歳児の親   1歳6か月児 86．3l   1i6か月児83．8％   
つ親の割合  3i児  86．4与   ∴畑 ■一t   8－1   100～  

3－11休日・夜Ⅳlの小児救急医療  1歳6か月児 86．6蒐   1歳6か月児 87．8t   1ま6か月児 84．2％   

機関を知っている親の割合  3i児  B－2   100％  

88．8～   3鐘児  85．3X   

3－12 事故防止対策を実施してい  1蔵6か月児 79．1X   1軌紬ヽ月児 81．0㌔   

る家庭の割合   3歳児   72．8l   3i児   74．7X   3瞳児    78．1㌔   A－1   100～  

3－13乳幼児のいる軍l琵で且呂犠 のドアを乳幼児が自分で開けるこ とができないようエ美した家庭の  31．3l   3t】．71   3もヱ％   

1鐘6か月児   1歳細ヽ月児   
A－1   100～  

1鐘6か月児のいる家庭  

3－14 心肺蘇生法を知っている親  1蔵6か月児 柑．8l   1ま6か月児15．3■   1鼠6か月児17．0～   
の割合   3i児  21、3l   3i児  16ヱX   3i児  柑．3～   A－2   1m  

0．7～2．5％1．3～  

3－15乳児期にうつぶせ凛をさせ   3．5ゝ   （それぞれ、3・－4か月、1歳6か月  

ている親の割合  lヱ■ 3，312．4％  児健診時におけるその時点での  なくす   
状況、およぴ3歳児健診時に調査  
した1歳までの状況）   

3一柑8力、月■までにBCG接種を い  88．6l■■   
終了してる看の割合  2＿31…   6か月までに捷覆した看の割合：  

8＄．0l   

（1歳までに接種した者の割合：  A－1   g5l   

■轄棲予防法改正に伴い「1歳」を 「6か月」にま更  ‥1鎮までに接種した看の割合   ‥1歳までに接種した看の判合   99．0～）   

3－171歳6ケ月までに三種混合・  三種混合87．5兄   三種混合 85．7l   三種混合 92．TX   A－1   

廃しんの予防捷穫を終了している 看の割合  麻しん TO．4％   麻しん 85．4l   蘇しん  86．3％   C   95％  

【行政・闇係団体等の取一組の指標】   
初期  初期54．2  

3－18 初期、ニ次、三次の小児救  初期70．2％  政令市88．OX市町村46．1～   （政令市g18％市町村52．4％）   

急医療体制が整備されている都道  二次12．8％   二次54．7％   二次100X   A－3   100～  

府県の割合  221／404地区）   （覇道府県単世の回答）  
三次1∝I～   三j欠1001   三次100先   

3′－4か月児優謬48．7■  3～4か月児≠診46，乃  
3－19事故防止対策を実施してい  3～4か月児健診32．6％  政令市71．81市町村48．0％   政令市＄7．6％市町村岨乃   
る市町村の割合  1計紬＼月児健診41．3～  1織¢か月児健診41．7～  B－3   100ヽ  

1i6か月児儀診28．6％  政令市58．31市【町村40．7l  政令市53．71市■r村41．1～   

（小児人口10万対）   小児人口10万対）   （小児人口10万対）   

3－20 小児人口に対する小児科  小児科医 83．5   小児科医 8g．5   A－1   

医・新生児科医師・児童精神科医  新生児斜に勤務する医師 3．9  新生児科医 6．4   新生児科医 S．7   増加傾向へ  
師の割合   児暮精神医苧分5剛こ取り組んでい  児量欄欄医学分野に取り組んでい  児暮精神医学分野に取り組んでい   

B－1   る小児科医もしくは精神科医5．7  る小児科医もしくは精神科医13．6  る小児科医もしくは精神科医10．8   
3－2†陳内学級・遊戯室を持つ小  l亮内学級 30．1～   院内字級 26．1％   l託内学級 31．0X（312／1005）   A－1   

児病棟の割合   遊戯亨 68．6～   遊戯雲 37．肪   ；鮮血雪 41。2兄（380／g22）   A－2   100l  

3－22慢性疾患児等の在宅医療の  
支技体制が整■されている市町村  14．1l   17．31（309／1790）   A－1   100％   
の割合   

○ 第1回中間評価蠣の数饉と直近値の比較の結果   
A：良くなっている指標（項呂）B：熱くなっている又は変わらない指標（項目）C：評価が困難な指標（項ヨ）D：魂査未実施の指標（項目）  

○ 策定値の現状値と直近値の比較の精巣  
1：良くなっている指棚（項日）2：悪くなっている又は変わらない指標（項目）3：第1回中間評価時に定めた指標（項月）又は集計方法が異なるため比較困難な指標（項目）  



「饅慮4手どもの心の 

策定時の現紺   

1 4  

4－1膚特による死亡数   44人 児童虐待専欄における被書児壬  人       児士■椿事件における被害児王l  5人 児士膚待暮件における被育児壬  A－2  減少傾向へ   

ヰー2法に基づき児暮相談所零に  33．仙8件   40，639件   B－2  増加を経て減  へ  

報告があった被虐待児数   児書相戦所での相談処理件数   の 少  
粗t相韻廟での相談処理件数 l  児曽相鴇所で相強処理件数   

4－3子育てに自信が持てない母  2丁．4l   
での割合）   での書一合）   A－3  減少傾向へ   

親の割合  1g．肌 25．もー29．9～  1  丁．も％ 24．℡％ 2tS．0≠   

－4子どもを虐待していると思う   18．1l   4．3111．5117．7l   3．7芳 g．5％14．1～   A－3  減少傾向へ   
親の割合  

ヰー5ゆったりとした気分で子どもと ‘  68．0％   丁7．4■ 69．0％ 58．3九   76．9166．8■ 56．5～   8－3  増加傾向へ   
過ごせる時間がある母親の割合  

【住民胃らの行tMM引■】   

づ育児について相談相手のい   90．2l   こ：  ：：●． ●：   
OT．3ヽg4．4～03．9％  

（暫定値）   

C  増加傾向へ   
る母親の割合  

よくやっている 37．4％   よくやっている  よくやっている  
503兄45413g．8l  55．O148．8％43．3X   

小7 育児に参加する父親の割合  A－3  増加傾向へ  
（時々やっている  （時々やっている  

39．0兄40．4ち43．5％）  ′・ ■・ニ■   

－8子どもと一緒に遊ぷ父親の  よく遊ぶ 49．4†も   よく遊ぶ61ヱ～55．4X48．11  よく遊ぶ61．7方58．5鷺49．2～   
A－3  増加傾向へ   

割合   
（時々遊ぶ33．0～37．6142．1～）   

（時々遊ぶ31．5ち33ヱ兄37．6％）   
時々遭ぶ41．4％  

－9出雇儀1ケ月時の母乳育児   44．8～   
2．4九   48．3l   A－1  増加傾向へ   

比●   A丁零t●   8－1   100％   

1歳8カヽ月児 32．4≠   1歳6カヽ月児 35．71   
4－11乳幼児の健康診董に満足し  30．5l  A－3  増加傾向へ   
ている書の割合  3蟻児  30．0％   3i児  34．0～   

－12 書児支援に書点をおいた乳   01．8～  

64．4％   89．3■   （政令市92，9ち、市町村1廿溝）   A－1   100書   

の書l合  

4－13乳児健診未受診児など生後  
か月までに全乳児の状況把牲に  7．5～   03，6％   A－3   100％   

取甘組んでい息市Fr村の割合  
土育における関係機関等のネット  
ワークづくりの椎遭に取り租む♯  

4一川食事の取観を推進している  道府県の事l合01．5羊   

方公共団体の割合（卜15再掲）  道府県の割合8丁．0～   
している市町村の割合  している市町村の割合  
市町村1路朋   市町村g2．91   

－15子どもの心の■門椚閥】夢1■  9．Tl   常勤医価13．4l  兼任・嘱託・非常勤等67．1％   A－3   100～   

丁嵐没   31施設   A－1   全］托道府県   

の活動の支棟を実施している保  8．0ヽ   45．5X   8－1   1…   

慮所の劃含   】．163名   1．145名   B－1  量l加傾向へ   
る権衡を持った小児科医の艶   

… 

… 
… 

“抑一♯一、い11一い．L  

m耐一‥nn一n討叫‥．F  
．  

○第1回中間評価時の数値と直近址の比較の結果   
A：良くなっている指標（項月）B：悪くなっている又はまわらない指標く項目）C‥評価が困難な指標く項目）D二魂査未実施の指標（項目）  

0 策建値の現状価と直近胚の比較の精巣  
1：良くなっている指標傾日）2：悪くなっている又はまわらない指標（項目）3：第個中間評価時に定めた指標（項目）又は■計方法が異なるため比較阻難な指棟（項目）  



参考資料 2  

「健やか親子21」における目標に対する暫定直近値の分析・評価（案）  

（記載様式）  

○施策や各種取組との関連を見て、データの変化の根拠を分析し記載。   

評価   0日積に対する直近借をどう読むか。   

調査・分析上の課題   0調査・分析する上での課題がある場合、記載。   

目標達成のための課鰯  ○目標からかけ離れている、あるいは悪化している場合、その課粗を配覿   
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【保健医療水準の指標】   

策定時の現状値   ベースライン調査等   日横   第1回中間評価（男／女）   調査  

5′一9歳－  5～9歳一  
10～14歳1．1（男1．7／女0．5）  減少傾向へ  10■－14歳0．8（男0．9／女0．8）  
15～19歳8、4（男8．8／女3．8）   15～19歳7．5（男9．1／女5．7）   

第2回中間評価   調査  

5－9歳 －  

10′－14歳1．0（男1．3女0．8）  
15－19歳8．3（男9．8女6．8）   

データ分析   

10一川厳については平成18年に一旦0．8と減少したものの、平成20年にはふたたび上昇し、1．0となっている。15－19歳につい  

結果  ては、ベースライン隕査時の6．佃、ら、平成16年には7．5、そして平成20年には8．3と一貢して増加悼向にある。性別に見ると、15  
－19蔵の女子において、著しい増加傾向が見られている。   

：l自殺の 」の遺書ありの内容）から検討すると、l健康問題」、l学校間題」 

分析   動機別のデータ（警零庁生活貿全局地域課概要等   が動機の場合が多く、遺書の信憑性や数が少なく変動しやすいことから不明な部分が多いものの、それらが複合的に影響し  
て自殺に至っている場合が多いと考えられる。   

評価   
目標に向けて改善していない。   

関連するデータが、厚生労働省と警察庁から出されており、両者をふまえた検討が必要である。また実際の自殺者の背景に  

調査・分析上の課題  ついて詳細な分析を行う必要がある。   

おさえることが必要であるため、要因分析の調査が急務で 府県別のデー  
10代役羊の女子についてます増加傾屑をある。郡道   タでは、東京執こおいて、10代後半の死亡原因としての自殺は、平成13年から不慮の事故を抜いて第1位となっており、今  

目標達成のための課概        後、他の道府附こおいての分析や地域格差の検討も必要である。国においては、厚生労働科学研究の自殺関連の班研究、  
インタ‾ネットに触発さ  

【保健医療水準の指標】   

策定時の現状値   ベースライン隕査等   目標   第1回中間評価   

12．1   平成1之年母体保護統計   減少傾向へ   10．5   平成16年度衛生行政報  
告例  

第2回中間評価   調査  

7．6   平成20年度衛生行政報  
告例   

データ分析   

十代の人工妊娠中艶美施串（15歳以上20歳未満女子人口千対）は、ベースライン調査時の12．1から、平成16年床は10．5、平  

結果  成19年風こは7．8と減少傾向となっている。（参考：「母体保護統計報告」により報告を求めていた平成13年までは暦年の数値  
であり、r衛生行政報告例」に統合された平成14年からは年度の数任である。）   

人工妊城中雅美施率については一天して減少している。15歳～1醐引こおける妊娠（A＋B：人工妊娠中絶＋出生）串について  
は、べ一スライン調査時では1丁．5（概箕）であったものが、その後一貫して低下してきており、平成19年鹿には12．8（概算）となっ  
ている（但し、人工妊娠中絶凱こは15歳末満のケースも含んだ計算）。また、人工妊娠中絶選択率（A／仏＋B））については、  

分析  ベースライン調査時では¢9．2ヽであったものが、その後一文して低下してきており、平成19年産には81．1％となっている。すなわ  
ち、これまで妊娠率が低下し、同時に、人工妊娠中権道択革も低下してきているといえる。妊娠率の低下に関しては、経口避  
妊薬の流通、性行動の停滞傾向およぴ二極化等が影響していると考えられる。また、人工妊娠中沌選択率の低下に関して  
は、社会情勢の変化に伴う、意緻・態度の変化が根底にあるといえる。   
l引恥こ向けて改曹している。しかし、人工妊娠中艶美施率については、瓢道府県格差があり、人工妊娠中稚実施率が高い自  

評価  治体lま、より一層の取組の充実が求められる。特にここ数年は、北部九州各県の価が高率となっている。都道府県単位の取  
り閥みだけではなく、より広域の協働した取組が必要といえる。   

調査・分析上の課鍾   平成15年産から、20蔵未満については詳凱こ15歳末潤、15歳、16歳、17歳、18歳、19鹸と年齢別の統計が公表された。人エ   妊娠中絶串に関与する要因のみならず、妊娠率や人工妊娠中絶選択串に関与する要因を、把達することが望まれる。   
に、今快、各年齢の人工妊娠中艶笑施畢の推移や都道府県別の冥施軍の比畷琴によ  

日棟達成のための課且  現状の取組を引き研き分析するととも   るきめ細かい評価が必要と患われる。   
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菌感染症2．189件（2，叫）  
圭コンジローマ748件（0．82）  

（有症感染率15～19歳）  

（卦尖圭コンジローマ657件（0．73）  
⑧性器ヘルペス475件（0．53）  
（20歳未満、定点医療機関：897か  

調査・分析上の課題   

【保健医療水準の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回申闇評価   調査   

思春期やせ症  
平成14年鹿「思春期やせ症（神軽  中学1年一高校3年1．03％  

性食欲不振症）の実態把娃及び対  減少傾向へ  不腱應やせ  思春期の不健康やせの実態  
兼に関する研究」渡辺久子班  中学3年7．6l  把操及び対策に関する研究」  

思春期やせ症  高校3年16．51   渡辺久子班  

中学1年～高校3年2．3％  
不健康やせ  第2回申間評価   調査  

中学3年5．5ち  
高校3年13．ヰ％  思春期やせ症 中学1年～高校3年1．01％  

不健應やせ  を推進するための母子保健  
中学3年19．51  情報の利活用に関する研究」  

3塵ク1札   山野然太朗班   

データ分析   

思春期やせ症の発症頻度に関しては1．01％と、第1回中間評価からは横ばいであった。不健康やせの頻度は、中学3年時  
結果  点および高校3年時点で大幅に増加していた。   

文節科学省の痩身傾向児の出現革統計（H18一日20）をみると、高校生（17歳）において大きく増加している。この数年におい  

分析  
て、思春期のやせを促進している要因を探ることが必要であり、とくにやせ願望ならびに精神的健康度との関連をみていく必  
章がある。思春期やせ症については、専門家が診察すれば診断できる、より初期段階の軽一中産のケースが抽出されていな  
いことから、ベースライン偉からみると横ばいとみなすことが妥当だと言える。   

評価   目標に向けて改善しておらず、運成は難しい。学校保健統割においても、ここ数年、痩身悼向児は増加しており、肥満対策と   同様にやせ対策の充実が求められる状況になっている。思春期やせ症については、診断基準やスクリーニング基準に関して  
の小児科、内科医療機関への周か連携が望まれる。   

調査・分析上の課題   不健廣やせに関しては、その判定に際して質的なプロセスが含まれている。可能な限り土的に把握するプロセスの定型化が   望まれる。   
において体型の自己認識がどのようになされているのかを把握し、認識のゆが  

増加している不健康やせについては、対象者   み（distor七on）があれば、それを補正するような健康教育の農園を工夫する必要がある。また、認凱こゆがみがなくとも、日常  
目標達成のための課艦        生活行動に不鍵鷹な部分があれば、対象者の精神的健康度を把握した上で、生活（健康）行動を是正するための保健指導を  

展開する必要がある。自分で成長曲】削こ記入する健康手幡の取り組みや、保護者への普及啓発も必要だと思われる。妊娠  
中の体重管理への影響が想定され、栄養バランスについての知識など食育推進の観点からのアプローチも重要である。  



【保健医療水準の持株】  

策定時の現状催   ベースライン諷査等   目標   集1回申闇評価   調査   

10，ヰ％   平成16年度学校保健統計調査をも   減少傾向へ   
とに日比或により算出  

（箕定時＝第1回中間評価時）  

第2回中間評価   調査  

文部科学省  
9．鍋  平成却年度学頓偏健統計儒  

査をもとに日比式により算出   

データ分析   

第1回中間評価時（策定時）から、第2回中間評価時には、若干の減少をみている。 

結果   

目標に向けて改善している。ただし、この減少傾向が今後も継続していくか、注意深く見ていく必要がある。   
分析  

現時点では目標を達成する方向にあり、今後もこの傾向を縦横させるための取り租みが必要である。   

評価  

肥満児には医療朗な対応が必要なものから、家族全体の生活菅脈善が必要なものまで、開運背景・要因が多様である。社  

調査・分析上の課頗  金的要因、経済的要因等を含めて分析することが求められる。   

医療的な対応が必要な肥満傾向に関しては、小児科専門医との連携の上で、学校間係者ならびに保護者に適切な早期対応  
を啓発していく必要がある。また、生活面での対応が求められる場合には、とくに親の食に対する考え方や行動を把握しなが  
ら、子どもが何を食べているかのみならず、どのように食べているかを含めた、総合的な食行動改善・日常生活改善のための  

目標達成のための課題         教育的アプローチを行っていく必要がある。また、これらを行う専門職のさらなる向上を図る必要がある。  
なお、近年、妊娠期の飲酒や喫煙が、子どもの肥5附こ影響していることが明らかになりつつある（山梨大学社会医学講座）。  
対症療法的アプローチに加え、妊娠期からの長期的な視点を有した予防的アプローチの開発も同時に展開されるべきだろう．  

中学3年男子82．3％82．5％  
中学3年女子69．1兄90．馳  
副如年男子70．9％87．1％  
高校3年女子73．0ち94．0％  
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【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

中学1年男子 7．5％ 女子3．8％  平成8年鹿未成年者の喫煙行動に   なくす   中学1年男子 3．2％ 女子2．4％  平成16年産未成年者の 喫煙および飲酒行動に関   
高校3年男子 36．9％ 女子15，6％  関する全国調査  高校3年男子 21．7％ 女子9．7％  する全国調査  

第2回中間評価   調査  

中学1年男子1．5％女子1．1％  
高校3年男子12．8％女子5．3％   

全国実態調査   

データ分析   

平成8年の全国調査のデータに比べ、平成16年では減少傾向が見られていた。平成20年ではさ引こ減少していた。   

結果  

平成15年施行の健康増進法による受動喫腰防止の観点により、学校の敷地内禁煙が推進されている」とや、学校における  
分析  喫煙防止教育の推進などにより、効果をあげていると推測される。   

日棲に向けて改善。   
評価  

4年に一度のモニタリングが実施されており、比較可能なデータが得られている。この調査では、喫煙開始年齢や毎日喫煙す  
調査・分析上の課題  る者の割合、卒煙希望割合などの項月もあり、調査の継続が必要と思われる。また、喫煙率低下の要因についても、社会勒  

向とあわせた分析が必要である。   

自治体において、学校lこおける敷地内禁煙や公共施設での禁煙など、受動喫磨防止対策の推進を成果の評価指棟として、  
位置づけることが必要である。また、未成年者の喫煙習慣者への卒煙支援についての取組も求められる。さらに、成人喫煙率  

日棟達成のための課超    においては、20歳代女性の増加傾向が見られることから、十代からの取組の強化が必要である。また、子ども喫煙は家族の   ていことから 
喫煙との関係が指摘される、家庭における禁煙対策や家族の禁煙支援対策が望まれる。   

【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査専   目棟   第1回中間評価   調査   

中学3年男子 26．0％ 女子16．9％  平成8年鹿未成年者の飲酒行動に   なくす   中学3年男子16．7％ 女子14．7％  平成16年産未成年者の喫 煙および飲酒行動に閲す   
高校3年男子53．1％ 女子36．1％  関する全国調査  高校3年男子38．4％ 女子32．0％  る全国調査  

第2回中間評価   調査  

中学3年男子9．1％女子9．7％  
高校3年男子27．1％女子21．6％   

データ分析   

平成時庭の全国調査のデータに比べ、第1回中間評価時、第2回中間評価時ともに減少している。   

結果  

平成8年尉、ら暗に一度実態調査が行われている。平成12年度の調査樟果では、男子は中学生・高校生ともに減少憤向が  
認めれた。しかし、女子の場合、中学生はほぼ横ばいであるのに対して、高校生はむしろ増加悼向にあった。平成16年度の調  

分析  査では、平成12年度に比べて、男女とも減少傾向が認められた。また、男子の減少悼向が大きいため、男女差が少なくなる傾  
向にあった。平成20年度の調査では、中学3年時点では、男女の辛が逆転することとなった。   

目棟に向けて改善しているが、その達成は難しい。   

評価  

この減少傾伺は継摂関であったといえるが、中学3年時点で男女の価が逆転したことが注目される。性差に着日して、飲酒の  

闊査・分析上の課超  入手経路や友人関係、喫煙との関係などについて実態調査結果や他の資料を分析し、飲酒の減少傾向ならびに性差に関係  
する要因の分析が必要である。   

月標達成のためには、飲酒メーカーや販売業者など社会全体での取組やキャンペーン活動が必要である。また、性差に霜月  
目標達成のための課題・     した介入方法の検討が必要である。  




